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．１－（１）道路事業のうち「大規模修繕・更新補助」の対象となる要素事業については、ク欄～シ欄には※及び参考として当該補助事業により措置される部分も含めた全
体の金額を、ス欄には当該補助事業の事業費に表１－１－（１）－２に定める国費率から当該年度の当該補助事業に係る国の負担率又は補助率を減じた率を乗じて得た金額
を、チ欄には※及び当該補助事業に係る国の負担率又は補助率を記入してください。

．ツ欄には、年度間調整に該当する場合のみにおいて、前年度までに交付された国費総額を記入して下さい。
．テ・ト欄には、年度間調整額（国費）と調整後の基礎額（国費）の合計を算定の上、記入して下さい。

．参考様式第４の別添２として使用する場合は、標題を「平成○○年度　社会資本整備総合交付金調書（交付決定の変更）」として下さい。
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．交付申請書として使用する場合、タ、ツ、テ及びト欄については、記載を省略することができます。

．交付申請書における完了予定期日の変更を行う場合も３．と同様に変更前を上段（　）として、変更後の内容を下段に記載して下さい。

．チ欄には、一括設計承認（全体設計）がされているときは、「（一括）」と記載の上、当該承認がされた年月日、金額及びこの申請による交付申請額とこれまでに交付決
定を受けた累計金額の合計額を記入してください。

．当初の提出の場合は、要素事業の行中、下段に額を記載して下さい。変更の場合には、変更前を上段（　）として、変更後の内容を下段に記載して下さい。

．イ欄には、交付要綱附属第Ⅰ編の例により、上段に該当する番号を、下段に事業名を記載して下さい。また、関連社会資本整備事業については、該当する社会資本整備重
点計画法第２条第２項各号の号数を上段に記載して下さい。
．ウ欄には、整備計画上の事業名を記載して下さい。
．エ～キ欄には、整備計画上の種別を記載して下さい。なお、１－（１）道路事業については、エ欄に「道路」・「街路」の別を記載して下さい。
．ク～セ欄には、それぞれの金額を記載して下さい。
．ソ欄には、完了予定期日を記載して下さい。
．タ欄には、年度間調整に該当する場合のみにおいて、計画期間内における前年度までに実施した事業に係る基礎額を記載の上、合計額を算定して下さい。

．ア欄には、整備計画における当該要素事業の番号を記載して下さい。
．上表は、社会資本総合整備計画（以下「整備計画」という。）に記載されたもののうち、本年度に実施するすべての要素事業について会計科目ごとに記入して下さい。

．上表は、「社会資本整備総合交付金に係る計画等について」（平成２２年３月２６日付け国官会第２３１８号）第２に規定する「交付対象事業の実施に関する計画」（参
考様式第６）に替えて用いることができます。この場合、ク、ケ、ス、セ及びソの列については、記載を省略することができます。また、交付対象事業の実施に関する計画
として用いる場合には、標題を「平成○○年度　社会資本整備総合交付金　交付対象事業の実施に関する計画」として下さい。
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社会資本総合整備事業参考図面
計画の名称 横瀬町における下水道の普及促進

計画の期間 平成28年度 横瀬町

全体計画区域

事業計画区域

処理場

横瀬処理区
汚水管渠整備区域

横瀬処理区
汚水管渠整備区域

横瀬汚水幹線
中郷汚水幹線
川東汚水幹線

交付対象

凡　　例

Ｔ

横瀬処理区計画図

A1-1-1
横瀬処理区汚水管渠整備事業

中郷汚水幹線

横瀬汚水幹線

川東汚水幹線


